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１．はじめに 

アルカリシリカ反応（ASR）とは、骨材中の一部の

反応性鉱物とコンクリート内部のアルカリ成分との

反応により、膨張性を有する反応物を生じる現象で

ある。この反応物が水分を吸収して膨張することで、

コンクリート内部において局所的な引張応力が生じ、

骨材やモルタル内部にひび割れが生じると考えられ

ている1)。この現象は、コンクリートを内部から破壊

するとともに、骨材自体の破壊や鉄筋の破断といっ

た様々な状態を引き起こす。しかし、コンクリート

内部でのひび割れの発生、成長、そして骨材の破断

過程は明確になっていない。その過程が明確になれ

ば、その後のコンクリートの力学的特性や維持管理

に有益な知見となると考えられる。 

膨張過程の計測法として、著者らはX線Computed 

Tomography（CT）画像を用いた画像計測に着目した。

X線CT法では、供試体内部の相対的なX線吸収量の分

布を3次元濃淡画像として出力できる2)。X線吸収量は

物質の密度や成分により影響されることから、密度

の異なる骨材やペースト、そしてひび割れを視認す

ることが可能である。さらに、圧縮載荷や乾燥など

の環境変化が生じる前後の供試体の3次元画像を比

較することで、環境変化により供試体内部で生じた

変化を推定できる2)。比較方法は、輝度や形状等の変

化だけでなく、粒子追跡法や画像相関法による変形

やひずみなどを推定することも可能である2)～4)。 

麓は、これまで近畿大学所有のX線CT装置を用いて、

載荷前後の供試体内部の3次元画像を得て、画像相関

法により、内部の変形や体積ひずみの3次元分布を計

測してきた4)。これまでの手法を活用して、ASRの膨

張過程を計測することができれば、供試体内部での

膨張発生箇所の特徴やその後の成長による破壊進行

過程などを明らかにできると考えられる。 

そこで、本研究では、そのASRによる膨張過程の計

測へのX線CT法の適用性を確認するため、ASRの模擬

反応生成物を混入した供試体から得たX線CT画像を

用いたひび割れ観察や画像計測を行った。 

 
２．実験概要 

２．１ 供試体の概要 

本研究では、ASRによる膨張過程の計測へのX線CT

法の適用性を確認することを目的とするため、短期

間で膨張する供試体で計測を行うこととした。その

ため、反応性鉱物を含まない石灰石砕砂を使用した

基準モルタルと、基準モルタルの一部を模擬反応生

成物に置換したASR模擬モルタルの膨張劣化過程を

比較することで実施した。なお、模擬反応生成物に

は、岩月らが過去に使用した水ガラスカレットを使

用した5)。 

基準モルタルには、水道水、研究用普通ポルトラ

ンドセメント（密度3.16 g/cm3、Na2O等価量0.55 %）、

石灰石砕砂（表乾密度2.69 g/cm3）を用いた。水、セ

メントおよび砂を質量比1：2：4.5で混合した。 

ASR模擬モルタルには、上記の材料に加えて、短期

での膨張が見込まれる反応生成物を模擬した水ガラ

スカレット（以下、カレット）を混入した。カレッ

トは、既往論文5)を参考に SiO2 / Na2O = 3.6、粒

径0.5～4 mmの粒子とし、細骨材の代替としてセメン

ト質量の5%でモルタルに混入した。 

いずれのモルタルにも、既往の研究4)を参考に、画

像計測の精度向上のために0.3 mmのジルコニア球を

モルタル全体積の0.5 ％混入した。  

練混ぜはいずれも10Lの縦型ミキサーを用いて実

施した。製造した各モルタルを直径75mm、高さ150m

mの型枠に打設した。基準モルタルおよびASR模擬モ

ルタル供試体を各3体、合計6体作製した。型枠の上

下面には、あらかじめASTM C227 6)に準じた長さ変

化率測定の際の計測端子となる直径6mm、長さ35mm

のボルトを取り付けた厚さ2mmのステンレス板を設

置した。翌日脱型し、画像計測時の機械的誤差を減

らすためのセラミック球を有するプラスチック円
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筒を取り付けた3)。最終的に、図1のように円筒を取

り付けた供試体上下面からボルトの先端が2mm突出

した形状となる。 
 

 
図１ 固定点を取り付けた供試体 

 

 
図２ X 線 CT 撮影時の様子 

 
表１ X 線 CT 撮影の条件 

Condition Value 

Voltage of X ray tube (kV) 170 

Current of X ray tube (μA) 100 

Frame rate (frame/sec) 4 

Projection number 2000 

Pixel number (pixel) 896×704 

One side size of voxel (mm) 0.123 

Scanning time (sec) 500 

Cupper thickness (mm) 3 

脱型直後に、初期状態の計測を実施した。詳細な

計測内容は次節で説明する。初期状態の計測直後に、

供試体を密閉できるアルミ箱に入れ、箱ごと40 ℃の

恒温槽に保管した。アルミ箱内が相対湿度95%以上と

なるように、箱内に高さ約10 mmの水を張った。なお、

箱底に下地を設置し、供試体が水に触れないように

工夫した。 

２．２ 計測方法の概要 

まず、長さ変化計測を 40℃での養生を開始してか

ら、 2 週間ごとに行った。長さ変化率は、ASTM C227

に準じてダイヤルゲージを用いて供試体長さを計測

した。そして 40℃で養生開始時の供試体長さを基準

として、式(1)にて長さ変化率を計測した。 

 

εl=
( ) ( ) × 100       (1) 

 

ここで、εlは長さ変化率(%)、 は基長、 と は

それぞれ基準とした時点における標準尺および供試

体の測定値、そして と はそれぞれ時点  におけ

る標準尺および供試体の測定値である。 

次に、40℃での養生を開始してから 1、28、86、

138、201 および 241 日目に X 線 CT 画像からの計測

を行った。X 線 CT 画像の取得には、図 2 のように近

畿大学所有の X線 CT装置 7)を用いて、直径約 110mm，

供試体高さ中央から高さ約±43mm の領域を撮影し

た。撮影条件は、管電圧 170 kV、管電流 100 µA、積

算時間 0.25 秒、撮影数 2000 枚とし、ビームハード

ニング低減を目的に銅板 3 mm を使用した。解像度は

一辺 0.123 mm の立方体とした。 

X 線 CT 画像を用いた変形計測では、Tudisco ら 8)

の作成した 3 次元画像相関法プログラム Tomowarp2

を用いた。 3 次元画像相関法 (Digital Volume 

Correlation、以下 DVC)は、指定した領域(サブセッ

ト)内部の濃淡と一致する箇所を、相互相関関数を利

用して推定する手法である。本研究では、脱型直後

の撮影画像と、所定の材齢時の撮影画像の比較から

所定の材齢時の撮影画像を用いて算出した。本研究

では、サブセットを一辺約 2 ㎜(16 pixels)の立方体

とし、その重心間隔を約 1 ㎜(8 pixels)とした。 

画像計測後、供試体底面から高さ約 25mmと約 87mm

の断面の高さ方向の平均変位の差を高さの差約

62mm で除して、供試体の長さ変化率を算出した。さ

らに隣接するサブセットの変位差から X、Y、および

Z 方向の軸方向ひずみを算出し、式(2)から体積ひず

み を算出した。 

 

εvol=εx+εy+εz         (2) 
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ここで、εvolは体積ひずみ、εx、εy、εzは X、Y、Z 方向

の軸方向ひずみである。 
 
３．実験結果と考察 

３．１ 長さ変化試験の結果 

図3にASTM C227に準じて計測した長さ変化率と画

像計測から得られた高さ方向の長さ変化率を示す。

温度40℃、相対湿度95％以上で保存した場合、基準

モルタルでは、膨張も収縮も見られない。一方、カ

レットを有する供試体の長さ変化率は、材齢28日以

  

 
図３ 長さ変化率の計測結果と画像計測から得られ

た高さ方向の長さ変化率との比較 

 

 
(断面画像)      (体積ひずみ) 

カレット無し 

 
(断面画像)      (体積ひずみ) 

カレット有り 

図４ 材齢86日でのカレットの有無による断面画像

とその断面での体積ひずみ算出結果(アルカリ

量0.53%の供試体で高さ中央断面) 

降で増加し始め、材齢86日で0.42～0.57%、材齢138

日で0.58～0.93%となり、養生材齢200日では0.71～

1.24%の膨張率となった。同配合の供試体で膨張率が

異なるのは、カレットの混入量や位置による影響だ

と考えられる。以上から、石灰石砕砂では膨張が見

られず、カレットの混入により膨張が生じていると

いえる。 

一方、最も膨張したカレットを有する供試体1につ

いてDVCの結果から求めた変位から算出したZ方向の

ひずみを●でプロットした。Z方向ひずみは、いずれ

の養生材齢でもASTMに準じて計測した長さ変化率と

は大きく異なった。この理由は明確でないが、供試

体内部に膨張ひずみや収縮ひずみが複雑に存在する

ため、断面内を平均して求めた長さ変化率では実際

の計測結果とは異なったと考えられる。 

３．２ ASRで生じた鉱物の膨張計測への適用性 

図4に、アルカリ量0.53%の場合の材齢86日でのカレ

ットの有無による断面画像とその断面での体積ひず 

 

 
材齢1日        材齢28日  

 
材齢86日       材齢138日 

 
材齢201日       材齢241日 

図５ カレット有り供試体における断面画像の変化

(アルカリ量0.53%の供試体で高さ中央断面) 
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材齢28日        材齢86日  

 
材齢138日       材齢201日  

 
材齢241日 

図６ カレット有り供試体における図5の断面画像

での体積ひずみの変化(アルカリ量0.53%の供試

体で高さ中央断面) 

 

み算出結果を示す。なお、供試体はそれぞれ図３のカ

レット無しの供試体１、カレット有りの供試体１の

結果である。また、体積ひずみの画像は元画像とは解

像度が異なるが、一辺が同じとなるように表示して

示した。明るいほど膨張ひずみ（正の値）が大きいこ

とを示し、負の値は収縮ひずみを示している。 

カレットが無い場合、体積ひずみにほとんど変化は

なく、膨張傾向は見られない。なお、わずかに収縮し

た箇所は、自己収縮の影響の可能性がある。この結果

は、図3の結果の裏付けとなると考えられる。 

一方、カレットが有る場合、一部分で大きな膨張が

見られた。カレットの周囲での反応生成物の膨張の

可能性がある。また、以上の結果は、カレットを混入

することで、膨張の傾向が見られること、それをDVC

による画像計測から算出した体積ひずみで表現でき

る可能性を示している。 

 
(a)高さ中央から12㎜程度下の断面画像 

 

   (b)断面画像のトレース    (C)体積ひずみのトレース 

 

 
(d)トレース結果の重ね合わせ 

（灰：断面画像、黒：体積ひずみ） 

図７ ひび割れ箇所と体積膨張箇所の比較 
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図６ カレット有り供試体における図5の断面画像
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３．３ ASRで生じた鉱物の膨張過程計測への適用性 

図5に供試体の高さ中央の断面画像例を示す。これ

らの画像は、なお、これは最も膨張したカレット有り 

の供試体１の結果である。ノイズ除去を目的として、

3×3でメディアンフィルタ処理した画像である。ま

た、体積ひずみの画像は元画像とは解像度が異なる

が、一辺が同じとなるように表示して示した。また、

ピクセルサイズは一辺0.123mmであるため、0.1mm程

度のひび割れが見分けられると考えられる。40℃で

の養生を開始した直後は、特に目立った特徴はない。

材齢28～86日では、一部の空隙が灰色に変化してい

る。一方、材齢138～241日では、少し不明確なとこ

ろもあるが、0.1mm程度の蛇行線が数カ所見られた。

材齢86日までは、空隙への水の浸入等が生じている

のみで、ひび割れは観察できないが、材齢201日まで

に、生じた細いひび割れを観察できた。 

図6に、図5の断面位置で生じた体積ひずみ分布を

示す。凡例のように明色ほど膨張ひずみ（正の値）

が大きく、負の値は圧縮ひずみを示している。なお、

これは最も膨張したカレット有りの供試体1の結果

である。また、体積ひずみの画像は元画像とは解像度

が異なるが、一辺が同じとなるように表示して示し

た。養生材齢28日では、ほとんど体積変化は生じて

いないと考えられる。養生材齢86日では、一部で明

確な明色の膨張が見られ、線上に連続していた。養

生材齢138～241日となると、養生材齢86日に見られ

た膨張箇所が徐々に明確な幅を持つようになり、さ

らに連結して網目状を有するようになった。なお，

画像中央の大きな膨張ひずみは，リングアーチファ

クト等による誤差と考えられる． 

 以上から、ASRによる膨張と見られる箇所での膨張

ひずみの増加や連結過程を、定期的に得られたX線C

T画像から推定できることがわかる。 

３．４ 膨張ひずみ値とひび割れとの関係 

膨張箇所がひび割れ箇所と一致するかを確認する

ため、断面画像のひび割れと体積ひずみ画像の明色

の箇所を目視でトレースし、それらを重ね合わせて

比較することとした。 

 図8に断面画像のひび割れ発生箇所とDVCの結果で

計測された膨張ひずみの箇所をトレースした結果を

示す。なお、これは最も膨張したカレット有りの供試

体1の結果である。(a)は、供試体高さ中央から12mm

下がった位置の断面画像を示す。ひび割れ幅が0.1㎜

程度であるため、箇所が明確な断面を選定した。(b)

は(a)の断面画像のトレース結果である。前後の画像

から、ひび割れと判断した箇所を白線として示して

いる。(c)は、同じ断面に関する体積ひずみの計測結

果について、体積ひずみ0.02以上の膨張箇所を黒線

として示している。(d)は、(b)と(c)の結果を重ね合

わせた図である。(b)の結果を灰線で、(c)の結果を

黒線で示した。 

 完全な一致ではないが、ひずみが0.02以上に膨張

している箇所では、目視でひび割れが確認できたか

所とおおむね一致していると考えられる。完全でな

い理由は、断面画像とDVC計測結果の解像度が異なる

ことが原因だと考えられる。一方で、ひずみが0.02

以下であっても、膨張が確認された箇所ではひび割

れは視認できないものの、微細ひび割れ、あるいは

ひび割れ直前の膨張が生じていると考えられる。今

後もひび割れ進展を計測し、そのことを確認してい

きたい。 

４．まとめ 

 X線CT画像への画像相関法の適用により、ASR模擬

反応生成物の膨張とその増加や連結過程を計測でき

た。これらの膨張ひずみとひび割れの発生箇所との

関係を比較し、体積ひずみ0.02程度以上の大きな膨

張箇所ではひび割れ箇所と概ね一致していることが

確認できた。今後、追跡調査で、体積ひずみ0.02以

下の膨張箇所にひび割れが進展するのか確認してい

きたい。 

ただし、画像計測から得られた高さ方向の長さ変

化率は、ASTM C227に準じて計測した長さ変化率より

小さかった。この原因は今後の計測の中で検討した

い。 
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